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する必要がある。

⑺　中国投資撤退・縮小におけるリスク（要点）
中国投資撤退・縮小の立案、実行に際しては、中国投資制度に起因す
る下記リスクの基本概要について十分留意することが重要である。

中国の諸制度 制度の趣旨（政策） 撤退・縮小における基本的リスク

投資制度

許認可主義（ネガティブリス
ト業種の外資企業に対象縮減）

投資プロジェクトの審査登記、ライ
センス契約審査登録、他

中国内資企業保護の優先 重要事項決議の董事会全員一致が求
められる（合弁企業）

土地制度
土地使用権の付与 所有権は国家に帰属し、土地処分に

制限がある
建物と土地使用権の同時処分 建物単独の登記、処分は不可

労務制度 労働者保護（社会主義国家） 整理解雇等、大量解雇手続きの適用
は困難

国有資産評価
国有資産の価値保全 処分価値に拠らない高い評価（再調

達原価法等の適用）
企業間取引価格の決定拘束 税務当局による時価取引認定の利用

外国為替管理 海外送金規制 税務局の実質承認による送金規制

税務制度 外資企業徴税強化

税務登記抹消における厳格な税務調
査
企業再編税制における課税繰延の厳
格な適用要件

2 　中国投資制度の留意点

⑴　外資企業の設立・出資規制
中国投資子会社（事業）の設立、運営、ならびに撤退・縮小に際して
は、中国の許認可制度と特徴を理解しておくことが必要である。

2　中国投資制度の留意点

は異質

③　対応策
ａ　 本社および現地スタッフと専門家によるプロジェクトチームの

編成
ｂ　Road Map 活用による効率的管理の実現

2 　Road Map による合弁解消・撤退の管理

⑴　Road Map による合弁解消・撤退管理の概略
Road Map の作成にあたっては、下記の表のように、企業内部担当者

（日本本社、現地子会社）および外部専門家（税務財務、法務）の担当
者に関する、各 Step における業務内容および実施時期（期限）を明確
化し、合弁解消・撤退の全体像を示すことができるように作成すること
が重要である。
関係者はRoad Map により目標の確認と現状を容易に理解できるの
で、合弁解消・撤退に必要な業務内容および期間（期限）を認識し、効
率的管理を実現することが可能となる。
なお、Road Map 管理の有効性を確保するためには、状況に応じて柔
軟にRoad Map を修正することも必要である。
▶合弁解消・撤退の全体像

作業内容
企業 専門家

本社 現地 税務財務 法務 1月 3月 6月 9月 12月 3月

Step 1 基本方針の決定（グランドデザイン） ● ●

Step 2 再建案の提示と協議（合弁相手の真意確認） ● ●

Step 3 

合弁継続のケース（再建案・増資引受の承認） ● ● ●

完全子会社化のケース（合弁相手持分の買取り） ● ● ● ●

持分譲渡、撤退のケース ● ● ● ●

合弁企業の解散、清算のケース ● ● ● ●

第 1節　中国合弁解消・撤退の管理ツールの活用と実行

⑵　Step 1：基本方針の決定（グランドデザイン）
合弁解消・撤退に際しては、企業の基本方針（グランドデザイン）を

決定することが重要である。
▶Step 1：基本方針の決定（グランドデザイン）

作業内容
企業 専門家

本社 現地 税務 /財務 法務 1月 3月 6月 9月 12月 3月

Step 1　基本方針の決定（グランドデザイン）
①中国合弁事業の現状分析
　・専門家の現地調査実施
　・冷静な客観的分析

○ ○ ○ ○ ●

②戦略（基本方針決定）
　・合弁企業の現状分析
　・再建：完全子会社化
　・撤退：持分譲渡または解散

◎ ○ ○ ○ ●

③戦術（具体的対応策策定）
　・再建または撤退の課題の特定 ◎ ○ ○ ○ ●

④プロジェクトチームの編成
　（本社、現地および外部専門家） ◎ ○ ○ ○ ●

注：◎、○は担当者の関与度合いおよび効果を示す。

①　中国合弁子会社事業の現状分析
業績不振の中国合弁企業に関する合弁解消・撤退という重要意思

決定のためには、まず、現地合弁事業の客観的現状分析のために専
門家を交えた現地財務・法務調査が必要である。
専門家を交えた財務・法務調査期間は 1か月程度（現地調査 1週

間程度、分析・検証 3週間）と解される。現地調査は現地従業員が
疑心暗鬼にならぬように 1週間程度が妥当と解されるが、フォロー
アップのための複数回の短期（2～ 3日）の現地調査は妥当と考え
る。
②　戦略（基本方針）の決定
合弁企業の客観的な状況分析結果に基づく社内関係者による検証

および外部専門家のアドバイスを受けて、合弁企業の完全子会社化
による再建か、合弁継続による現状維持、もしくは合弁解消・撤
退、いずれかの戦略（基本方針決定）を本社が責任をもって決定す
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